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１． 16 年 9 月中間期の連結業績（平成16 年 4 月 1 日～平成16 年 9 月 30 日） 
（1）連結経営成績                   金額の表示は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

16 年 9 月中間期 14,438         7.7 △42          - △26          - 

15 年 9 月中間期 13,405         4.1 △290          - △249          - 

16 年 3 月期 31,453           - 298          - 352          - 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭 

16 年 9 月中間期 113           - 3.38 - 

15 年 9 月中間期 △295           - △8.50 - 

16 年 3 月期 148           - 4.04 - 
 
(注)①持分法投資損益     16 年 9 月中間期      -  百万円   15 年 9 月中間期      -  百万円   16 年 3 月期      -  百万円 
    ②期中平均株式数(連結)  16 年 9 月中間期  33,613,193 株   15 年 9 月中間期  34,772,114 株   16 年 3 月期  34,193,482 株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

16 年 9 月中間期 22,653 11,507 50.8 342.35 
15 年 9 月中間期 21,378 11,046 51.7 328.62 

16 年 3 月期 24,168 11,502 47.6 342.19 
 
(注)期末発行済株式数(連結)  16 年 9 月中間期  33,612,541 株   15 年 9 月中間期  33,615,867 株   16 年 3 月期  33,614,192 株 
 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

16 年 9 月中間期 916 346 △86 3,451 
15 年 9 月中間期 721 △163 △519 3,028 

16 年 3 月期 449 △558 △605 2,275 
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  6 社  持分法適用非連結子会社数 0 社  持分法適用関連会社数 0 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)  0 社 (除外)  0 社    持分法 (新規)  0 社 (除外)  0 社 
 
２．17 年 3 月期の連結業績予想（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 

 

百万円 

 

百万円 

 
通   期 32,300 500 480 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  14 円 06 銭 
 
 
  ※ なお、上記の予想に関する事項については、「経営成績及び財政状態」の次期の見通し（9 ページ）を 
   ご参照下さい。 
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平成16年11月17日 
三洋工業株式会社 

平成１６年度  中間決算概要 

 

（連結決算業績） 

当 中 間 期 前 中 間 期 
前 年 同 期 比 

増 (減) 
前   期 

 

平成16年4月1日～ 

 平成16年9月30日 

平成15年4月1日～ 

  平成15年9月30日 
金 額 比 率 

平成15年4月1日～ 

  平成16年3月31日 

 百万円 百万円 百万円 ％ 百万円 

売 上 高 14,438 13,405 1,032 7.7 31,453 

営 業 利 益 △42 △290 247 － 298 

経 常 利 益 △26 △249 222 － 352 

中間(当期)純利益 113 △295 409 － 148 

1株 当 た り 中 間 

( 当 期 ) 純 利 益 
3円38銭 △8円50銭 11円88銭 － 4円04銭 

 

 

（個別決算業績） 

当 中 間 期 前 中 間 期 
前 年 同 期 比 

増 (減) 
前   期 

 

平成16年4月1日～ 

 平成16年9月30日 

平成15年4月1日～ 

  平成15年9月30日 
金 額 比 率 

平成15年4月1日～ 

  平成16年3月31日 

 百万円 百万円 百万円 ％ 百万円 

売 上 高 12,151 11,115 1,035 9.3 25,484 

営 業 利 益 3 △341 345 － 3 

経 常 利 益 41 △280 321 － 90 

中間(当期)純利益 166 △310 477 － 10 

1 株 当 た り 中 間 

( 当 期 ) 純 利 益 
4円95銭 △8円94銭 13円89銭 － 0円30銭 
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企 業 集 団 の 状 況           

 当グループは、当社及び子会社６社（うち三洋ハウス(株)は平成16年1月15日付で解散し、当中間連

結会計期間末現在清算中。）で構成され、建築用金物・資材の製造、販売および施工のほか、精密機器

の販売等の事業活動を展開しております。 

 当グループの事業における位置付けは次の通りであります。 

 建築用金物・資材事業……当社が製造、販売および施工をするほか、(株)三洋工業九州システム、

(株)三洋工業東北システム、(株)三洋工業北海道システム、(株)三洋工

業東京システムは一部を当社から仕入れて販売および施工をしておりま

す。 

              また、当社はフジオカエアータイト(株)から商品及び原材料を購入し 

             ております。 

              さらにフジオカエアータイト(株)は、当グループ外から商品を仕入れ 

             て販売しております。 

そ の 他 の 事 業          ……フジオカエアータイト(株)は精密機器の販売を行っております。 

 

事業の系統図は下記の通りであります。 

 

重要な関係会社の状況は下記の通りであります。 
議決権の所有 

(被所有)割合 
名      称 住   所 

資本金又は

出資金 

(百万円) 

主要な事業の 

内容 所有割合
(％) 

被所有割合

(％) 

（株)三洋工業九州システム 福岡市博多区 30 金物・資材の販売および施工  80.0 - 

（株)三洋工業東北システム 仙台市宮城野区 30 〃  78.5 - 

（株)三洋工業北海道システム 札幌市白石区 20 〃 100.0 - 

（株)三洋工業東京システム 東京都江東区 20 〃  78.0 - 

（注）上記子会社は全て連結子会社であります。
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経 営 方 針 及 び 経 営 成 績 

１．経営方針 

（１）経営の基本方針 

 当グループでは、「国際化社会の中で、社員一人ひとりの自己の成長と企業の安定、発展をはか

り、快適空間の創造を通じて社会に貢献する」ことを目指しております。 

 その基本方針としては、次の３点を掲げております。 

 ① 人間尊重の経営 

 社員が仕事のやりがい、喜び、生きがいを実感できるように、人間中心の経営を推進してま

いります。 

 ② お客様第一の経営 

 より良い品やサービスの提供を通じて、お客様にご満足いただけるよう努めてまいります。 

 ③ 地域・社会と共生する経営 

直接のお客様だけでなく、地域・社会から賞賛されるような企業活動を行ってまいります。 

 以上の基本方針を基に、経営の効率化と収益性の向上を重視し、株主価値の増大を図ってまいり

ます。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

 利益配分については、株主の皆様への還元を重要政策とし、配当については安定的、継続的に実

施することを第一とし、そのための経営基盤の強化、内部留保の充実を基本方針としております。 

 また、内部留保につきましては、将来の株主利益の増大を図れるような事業展開に活かすため、

有効に活用してまいります。 

 

（３）中長期的な経営戦略 

国内経済においては、日銀リポートの「デフレが終わる時期はまだ明確でない」とした中期的な

展望と、少子化にともなう需要の減少が予測される中で、建築業界は市場の縮小と競争の激化およ

び熾烈な価格競争が予想されますが、当グループは本年度より利益創出を最重要課題として策定し

た新たな中期 3 ヵ年経営計画「アクションプランＶ６」を掲げ実行してまいります。 

収益拡大策としましては、組織・営業力強化とエコ・省資源等の社会ニーズにマッチした高付加

価値製品の開発を重点に戸建住宅市場への販路拡大と、床・壁・天井の総合的な内装システムの提

案と差別化製品の開発を重点にビル内装市場への販売強化を進めてまいります。 

経営コスト引下げ策としましては、海外からの調達と共に内製化や無人化システムによる生産性

の向上により販売原価を引下げ、物流の効率化と業務処理の集約化を重点に経費の引下げを進めて

まいります。 

製品の開発策としましては、住宅市場およびビル内装市場の核になる製品の開発を重点に、付加

価値の高い差別化商品やオンリーワン商品開発を進めてまいります。 

長期的には建材から成長の見込める分野や市場へ経営資源を投入し、快適で心地よい空間を創造

する事業を目指し、社会に貢献する企業として経営を進めてまいります。 

 

（４）対処すべき課題 

今後の当グループを取り巻く建築業界は、公共建築投資と住宅着工戸数の減少が予想され、建築

製品の原材料価格は引続き高騰し、企業収益を圧迫する中で受注競争の激化による厳しい価格競争

は避けられないものと思われます。 

このような情勢において当グループの対処すべき課題としては、収益の拡大と経営コストの引下

げおよび新製品の開発が重要であると考えております。今後も新たな戸建住宅市場への販路拡大と
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ビル内装市場への販売強化を進めるにあたり、組織と営業力の強化および当グループの強みを活か

した高付加価値製品の開発と生産性の向上による販売原価引下げおよび物流の効率化、業務処理の

集約化を重点にした経営コスト引下げを、当グループの重要な課題として取り組んでまいります。 

 

（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 コーポレート・ガバナンスは、当グループの経営資源を最大限に発揮するよう、経営効率を向上

させ、企業価値を高めるものと認識しております｡そのため、意思決定の迅速化と権限委譲を進め、

責任体制を明確にすると共に、透明性を確保するため経営のチェック機能の充実に努め、健全な事

業運営を図ることを重要課題としています。 

 取締役会は、原則として月一回以上開催し、経営の基本方針、法令で定められた事項やその他経

営に関する重要な事項を決定するとともに、業務執行状況を監視する機関と位置づけております。 

 また、監査役会も３ヵ月に一回開催しており、監査役は、取締役会や重要な会議に出席する他、

子会社等の業務監査を実施しております。 

 なお、経営上の諸問題について機動的に対応するため、執行役員制度を採用し経営会議を月一回

開催しております。 

 コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求められる中、経営内容の公正性と透明性を

高めるため、積極的かつ迅速な情報開示に努めるとともに、インターネットを通じて財務情報の提

供を行うなど幅広い情報開示に努めてまいります。 
 

 取締役は６名で社外取締役は選任しておりません｡監査役は４名でそのうち社外監査役は２名で

す。なお、社外監査役と当グループの間には特別な利害関係はありません｡ 
 

 役員構成は上記のとおりですが、経営の基本方針その他重要事項を決定する取締役会には、社長

以下全取締役および全監査役が出席し、毎月最低一回以上開催し経営計画の進捗状況や事業環境の

分析など、情報の共有化とコンプライアンスの徹底を図り、経営判断に反映させています。業務を

執行する取締役だけでなく、監査役も高い頻度で出席することにより、コーポレート・ガバナンス

の強化を図っております。 

コーポレート・ガバナンス体制 
 

 

 

  

 

                      

株  主  総  会 

取 締 役 会 監 査 役 会 

代 表 取 締 役 

経 営 企 画 室 法 務 監 査 室 

各 業 務 部 門 

会 計 監 査 人 

顧問弁護士 

経営会議 

子 会 社 

報
告
・
提
言 

報
告 

職務執行 

監査 報告 

会計監査 

助言・指導 

内部監査 
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２．経営成績及び財政状態 

 

（１）当中間連結会計期間の概況 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出が順調に増加する中、企業収益が改善し、国内

の民間設備投資が増加する一方、個人消費も緩やかながら増加傾向に転じ、景気は回復基調を辿り

ました。

当グループの関連する建築業界におきましては、公共建設投資は引き続き大幅に減少しましたが、

住宅建設は低金利と住宅ローン減税の延長等の要因により増加し、また、工場、倉庫等の非居住用

建築も旺盛で、全体の建築需要はわずかながら増加いたしました。しかし、原材料価格の高騰と受

注競争による低価格化の流れは変わらず、収益が圧迫され依然として厳しい経営環境にありました。

このような状況の中で、当グループは利益創出を最重要課題として、新たな中期３ヵ年経営計画

「アクションプランＶ６」を策定し、収益拡大と経営コスト引下げの両面から諸施策に取り組んで

まいりました。 

収益拡大策としては、戸建住宅市場への販路拡大とビル内装市場の販売強化に重点を絞り込み、

積極的な営業活動を展開してまいりました。戸建住宅市場に対しては、高精度・無廃材・シックハ

ウス対策の差別化製品を重点商品として、ハウスメーカーおよび地域ビルダーへの設計活動やダイ

レクトメール等のＰＲ活動を行うとともに、組織的な提案営業に力点をおいて活動してまいりまし

た。また、ビル内装市場に対しては、高遮音床や施工性・リユース（再利用）に優れた壁、天井の

高付加価値製品を重点に、内装建材システムの提案に努めてまいりました。その結果、戸建住宅市

場関連の売上高は前年同期比で約 14％増加となり、ビル内装市場関連の売上高は前年同期比で約

28％の増加となりました。 

経営コスト引下げ策としては、物流の効率化と業務処理の集約化を進めるとともに、販売原価引

下げのため海外からの調達に取り組んでまいりました。物流の効率化については、東京配送センタ

ーの整備による関東地区の直送体制の強化と出先営業所における物流業務の省力化を図る一方、大

阪府八尾市に関西物流センターを新設し、直送体制整備によるコスト削減を進めております。業務

処理の集約化については、関東３工場の業務処理を一層システム化するとともに、新たに本社に事

務センターを新設し、支店業務の集約化を進めております。海外からの調達については、価格競争

力を向上させるため、一部オフィス用床下地材を中国から輸入することにより、鋼製ＯＡ床下地材

の原価引下げを図りました。 

総体の販売額としましては前年同期比で約 7％の増加と前中間連結会計期間を上回る実績となり

ましたが、利益計画においては昨年来より続いた主要原材料である表面処理鋼板や線材、前連結会

計年度は比較的安定していたアルミ原材料価格の上昇に対して販売価格を引上げられず、利益率の

低下により期初の目標を達成することはできませんでした。 

この結果、当中間連結会計期間の業績は売上高 14,438 百万円（前年同期売上高 13,405 百万円）、

経常損失 26 百万円（前年同期経常損失 249 百万円）、中間純利益 113 百万円（前年同期中間純損

失 295 百万円）の結果となりました。 

なお、平成 13 年 10 月に発生した盗難事故につきましては、当中間連結会計期間末現在、未入金

の受取手形は約 4 百万円となり回収の目途が立っております｡また未回収の株券は、訴訟継続中の

ものが約 42 百万円(当中間連結会計期間末の時価)となっております｡ 
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当グループは、事業の種類として「建築用金物・資材事業」および「その他の事業」に区分して

おりますが、当中間連結会計期間においては、「建築用金物・資材事業」の売上高が全セグメント

の売上高合計の９０％を超えておりますので、事業の種類別セグメントは記載しておりません。そ

のため、業績については、以下のとおり製品別に区分しております。 

 

製品別の状況 

①金属下地材 

金属下地材は、中期経営計画の収益拡大策による戸建住宅市場への販路拡大と、ビル内装市場

への販売強化が成果に結びつき、売上高は増加いたしました。 

居住用遮音二重床下地材製品（ホームベース）は、首都圏のマンション大型物件が受注に結び

ついたことと、国内のマンション着工戸数が増加したことで伸長いたしました。ＯＡ床製品は、

フリーアクセスフロア（サンアクセス）の一部を海外調達にし、また樹脂系置敷式ＯＡフロア

（マジックフロア）の無人化生産による生産性アップで、価格競争力が向上し売上高は増加いた

しました。ノンビス工法ウッドデッキシステム製品（サニーデッキ）は、ガーデニングブームに

よりアウトドアリビング市場が拡大したことと、材質の変更による価格競争力アップで、堅調に

推移いたしました。鋼製床下地材製品（スリーベース）は、体育館工事物件が減少する中で設計

指定活動の強化により市場占有率が上昇したことと、民間非居住用および非木造の床面積が増加

し多用途に使用されたことで、売上高が増加いたしました。内装用鋼製下地材製品は、戸建住宅

市場およびビル内装市場への営業強化が受注に結びつき売上高は増加しました｡この結果、金属

下地材の売上高は 8,365 百万円（前年同期比 23.2%増）となりました。しかしながら、主要原材

料である表面処理鋼板の継続的な値上がりに対して販売価格を十分引上げられず、利益率は低下

いたしました。 

 

②アルミ建材製品 

アルミ外装パネルは、建物の外装材に多く使用されたことにより売上高が増加いたしましたが、

主力の規格笠木製品（トップライン）とエキスパンションジョイントカバー製品（サンパンショ

ン他）は、公共建設投資の縮小による建築工事物件の減少と、民間工事物件の価格競争激化の中

で、アルミ原材料価格の上昇に対し販売価格の引上げが充分でなく、売上高および粗利益は共に

減少いたしました。スパンドレル（スパンドレルＯＡ他）は、ビル内装市場強化策により天井下

地材の拡大にともなって需要に結びつき、好調に推移いたしました。 

この結果、アルミ建材製品の売上高は 3,055 百万円（前年同期比 0.7%増）と、ほぼ横這いとな

りました。 

 

③ネジ及び特殊釘類 

内装用吊りボルトは、金属下地材の内装用鋼製天井下地材が伸長したことにともない、好調に

推移いたしました。ボルト類は台風災害の補修用ボルト需要があり売上高は増加し、またコース

スレッド製品は木造住宅着工戸数が伸長し堅調に推移いたしましたが、その他釘類は市場ニーズ

が低下し低迷いたしました。 

この結果、ネジ及び特殊釘類の売上高は 804 百万円（前年同期比 7.3%増）となりました。 
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④換気製品 

換気製品（ウルトラエース他）は、電機および輸送関連企業の業績回復にともなう国内生産設

備投資の増加による建築需要が拡大し、売上高は増加いたしました。アルミ製スカイライトシス

テム（サニートップ）は、工場建設需要の拡大と共に省エネニーズの高まりから広く採用され、

好調に推移いたしました。 

この結果、換気製品の売上高は 495 百万円（前年同期比 3.1%増）となりました。 

 

⑤その他 

シーリング製品（スリーコーン他）は木造住宅着工戸数が伸びたものの、外壁用サイディング

製品の商品カラーに対し供給体制が十分でなく売上高は減少いたしました。その他の製品は、特

殊受注製品が減少いたしました｡ 

この結果、その他の売上高は1,717百万円（前年同期比27.0%減）となりました。 

部門別売上高 （単位：百万円、％）
当中間期 前中間期 前年同期比増減 前期

金額 構成比 金額 構成比 金額 比率 金額 構成比

金属下地材 8,365 57.9% 6,787 50.6% 1,577 23.2% 16,290 51.8%
内装用鋼製下地材、ホームベース、
スリーベース

アルミ建材製品 3,055 21.2% 3,035 22.6% 19 0.7% 7,322 23.3% トップライン、サンパンション

ネジ及び特殊釘類 804 5.6% 749 5.6% 54 7.3% 1,544 5.0% 内装用吊りボルト、コーススレッド

換気製品 495 3.4% 480 3.6% 14 3.1% 1,000 3.0% ウルトラエース、サニートップ

その他 1,717 11.9% 2,352 17.6% △ 634 △ 27.0% 5,295 16.9% シーリング材

合　　　計 14,438 100.0% 13,405 100.0% 1,032 7.7% 31,453 100.0%

主要製品
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キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という）は、

前中間連結会計期間末に比べ４２２百万円増加し、３,４５１百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は９１６百万円（前中間連結会計期間比１９４百万円増）となり

ました。 

主な内訳は、税金等調整前中間純利益１３３百万円、減価償却費１４９百万円、売上債権の減

少額２，４０４百万円および仕入債務の減少額１，４２０百万円であります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は３４６百万円（前中間連結会計期間比５０９百万円増）となり

ました。 

これは、主に有形固定資産の売却による収入２９７百万円、定期預金の払戻による収入１７０

百万円によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は８６百万円（前中間連結会計期間比４３３百万円減）となりま

した。 

これは、主に配当金の支払額８４百万円によるものであります。 

 

  キャッシュ・フロー指標等のトレンド 

 第６９期 
平成 15 年 3 月期 

第７０期 
平成 15 年 9 月期 

第７０期 
平成 16 年 3 月期 

第７１期 
平成 16 年 9 月期 

自己資本比率（％）   ４８．６ ５１．７ ４７.６ ５０．８ 

時価ベースの自己資本比率（％）   ４６．９ ４２．６ ４０.２ ３８．１ 

債務償還年数（年）    ０．７  ２.４  
インタレスト・カバレッジ・レシオ  １０１．４ １２３．１ ３８.４ １５５．７ 

 

※  自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は計算しておりません） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、中間（期末）株式終値×中間（期末）発行済株式総数（自己株式控除後）

により算出しております。 

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子

を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシ

ュ・フロー計算書の利息の支払額を利用しております。 
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（２）通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、国内景気は堅調に推移するものと予想されますが、原油価格およ

び素材価格の高騰や世界経済の動向など、先行き不透明な状況が続くものと思われます。建築業界

におきましても、公共建設投資の減少はもとより、地価の上昇および住宅ローン減税の段階的縮小

が実施されるなどの影響により住宅着工戸数の減少が予想され、今後も厳しい状況が続くものと予

想されます。

こうした状況の中で当グループとしては、中期３カ年経営計画に基づき、初年度の経営目標を達

成するため、全グループを挙げて収益向上および経営コスト引下げに取り組んでまいります。高齢

化社会へと大きく変化する市場の中で、当グループの強みを活かし、戸建住宅市場への販路拡大と、

ビル内装市場への販売強化によって、収益の拡大を図る一方、生産性の向上や販売原価引下げおよ

び経費削減に取り組み、利益体質をより強固なものとするよう努めてまいります。 

 

 

 

  平成 17 年 3 月期の業績見通しは、下記の通りであります。 

 

 ［連結］ ［個別］ 

  百万円  百万円 

売 上 高 32,300 (前年同期比  2.6％増) 26,500 （前年度比 3.8%増） 

営 業 利 益      400  250  

経 常 利 益      500  350  

当期純利益 480  410  

 

 

［業績予想に関する注意事項］ 

上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報によって判断してお

りますが、実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性がありますのでご承知お

き下さい。 
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中　間　連　結　貸　借　対　照　表
（単位：百万円）

前 連 結 会 計 年 度
要約連結貸借対照表

平成１６年９月３０日現在 平成１５年９月３０日現在 平成１６年３月３１日現在

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％ ％

流　動　資　産 １６，６８２ 73.6 １５，５４４ 72.7 １７，８７２ 74.0

２，５１４ ２，２８７ １，７９９

１１，３４８ １０，６２２ １３，８２９

１，０５１ ９５１ ５４１

１，９９６ １，９３７ ２，００７

６６ １１６ ９３

△２９６ △３７１ △３９８

固　定　資　産 ５，９６８ 26.4 ５，８２７ 27.3 ６，２９１ 26.0

４，３６５ 19.3 ４，３５５ 20.4 ４，５１１ 18.7

１，３７５ １，４３３ １，４６０

７６２ ８６７ ８１４

２，００１ １，８８１ ２，１１７

２２６ １７２ １１８

１０１ 0.5 １１３ 0.5 １０６ 0.4

１，５０２ 6.6 １，３５８ 6.4 １，６７３ 6.9

６２６ ４９５ ６５８

１，０３４ １，２５１ １，３３６

△１５８ △３８８ △３２０

繰　延　資　産 １ 0.0 ５ 0.0 ３ 0.0

２２，６５３ 100.0 ２１，３７８ 100.0 ２４，１６８ 100.0

前中間連結会計期間末当中間連結会計期間末

そ の 他

（ 資 産 の 部 ）

た な 卸 資 産

受取手形及び売掛金

現 金 及 び 預 金

有 価 証 券

貸 倒 引 当 金

そ の 他

そ の 他

科　　　　　　目

有形固定資産

機械装置及び運搬具

土 地

投 資 有 価 証 券

無形固定資産

投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

建物及び構築物

資 産 合 計
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中　間　連　結　貸　借　対　照　表
（単位：百万円）

前 連 結 会 計 年 度
要約連結貸借対照表

平成１６年９月３０日現在 平成１５年９月３０日現在 平成１６年３月３１日現在

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％ ％

流　動　負　債 ８，５０８ 37.6 ７，７６８ 36.3 １０，０２５ 41.5

７，０４４ ６，３５５ ８，４６９

７５１ ７５１ ７５１

２７３ ２５４ ３００

３９ ３９ １２９

１３５ １２２ １３７

２６４ ２４５ ２３６

固　定　負　債 ２，４１１ 10.6 ２，３４７ 11.0 ２，４００ 9.9

３００ ３００ ３００

６ ７ ６

１，８５９ １，９１１ １，８９１

１７３ １１２ １１９

７２ １５ ８２

負　 債　 合　 計 １０，９２０ 48.2 １０，１１６ 47.3 １２，４２６ 51.4

２２５ 1.0 ２１５ 1.0 ２３９ 1.0

１，７６０ 7.8 １，７６０ 8.2 １，７６０ 7.3

１，１０１ 4.8 １，１０１ 5.2 １，１０１ 4.6

８，９９０ 39.7 ８，６１１ 40.3 ８，９７０ 37.1

１０５ 0.5 ２３ 0.1 １２０ 0.5

△４５１ △ 2.0 △４５０ △ 2.1 △４５０ △ 1.9

資 　本 　合 　計 １１，５０７ 50.8 １１，０４６ 51.7 １１，５０２ 47.6

２２，６５３ 100.0 ２１，３７８ 100.0 ２４，１６８ 100.0

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末

役員退職慰労引当金

（少数株主 持分）

（ 資 本 の 部 ）

社 債

自 己 株 式

（ 負 債 の 部 ）

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

科　　　　　　目

未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 負 債

資 本 金

未 払 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

長 期 借 入 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

負債、少数株主持分及び資本合計

退職給付引当金

少 数 株主 持分
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中　間　連　結　損　益　計　算　書
（単位：百万円）

前 連 結 会 計 年 度
要約連結損益計算書

自平成１６年４月　１日 自平成１５年４月　１日 自平成１５年４月　１日

至平成１６年９月３０日 至平成１５年９月３０日 至平成１６年３月３１日

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比

％ ％ ％

１４，４３８ 100.0 １３，４０５ 100.0 ３１，４５３ 100.0

１０，９８８ 76.1 １０，１３８ 75.6 ２３，９４４ 76.1

３，４４９ 23.9 ３，２６６ 24.4 ７，５０９ 23.9

３，４９１ 24.2 ３，５５７ 26.6 ７，２１１ 22.9

△４２ △ 0.3 △２９０ △ 2.2 ２９８ 1.0

６１ 0.4 ７４ 0.6 １２８ 0.4

４ ６ １１

３ １ ５

２８ ３７ ７３

７ １９ １９

１６ ９ １８

４５ 0.3 ３３ 0.3 ７３ 0.3

５ ５ １１

２１ １６ ３５

－ ３ ３

－ ０ －

１８ ７ ２３

△２６ △ 0.2 △２４９ △ 1.9 ３５２ 1.1

１６９ 1.2 １ 0.0 １ 0.0

１５０ １ １

１８ － －

８ 0.1 ９ 0.0 ３７ 0.1

０ ６ ７

８ １ ７

－ １ ２

－ － ２０

１３３ 0.9 △２５８ △ 1.9 ３１６ 1.0

法人税・住民税及び事業税 ２９ 0.2 ４０ 0.3 １４９ 0.4

0 0.0 △７ 0.0 △１０ △0.0

△９ △ 0.1 ４ 0.0 ２９ 0.1

１１３ 0.8 △２９５ △ 2.2 １４８ 0.5

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

営 業 利 益

支 払 利 息

賃貸不動産関係費

営 業 外 費 用

受 取 配 当 金

自己株式取得費用

手 形 売 却 損

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 賃 貸 料

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

売 上 高

売 上 原 価

受 取 保 険 金

早期 退職 援助 金

科　　　　　　　　目

そ の 他

そ の 他

貸倒引当金戻入益

固定 資産 売却 損

特 別 損 失

税金等調整前(中間)当期純利益

経 常 利 益

特 別 利 益

投資有価証券評価損

少数株主利益又は
少数株主損失(△)

法人税等調整額

固定 資産 売却 益

固定 資産 除却 損

中間(当期)純利益
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中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書
（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自平成１６年４月　１日 自平成１５年４月　１日 自平成１５年４月　１日

至平成１６年９月３０日 至平成１５年９月３０日 至平成１６年３月３１日

１，１０１ １，１０１ １，１０１

１，１０１ １，１０１ １，１０１

８，９７０ ９，００２ ９，００２

１１３ － １４８

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 １１３ － １４８

９３ ３９１ １７９

配 当 金 ８４ ８７ １７１

役 員 賞 与 ９ ７ ７

中 間 ( 当 期 ) 純 損 失 － ２９５ －

８，９９０ ８，６１１ ８，９７０

資本剰余金中間期末(期末)残高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

利益剰余金中間期末(期末)残高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 減 少 高

科　　　　　目

利 益 剰 余 金 増 加 高
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中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

自　平成１６年４月　１日 自　平成１５年４月　１日 自　平成１５年４月　１日

至　平成１６年９月３０日 至　平成１５年９月３０日 至　平成１６年３月３１日

金　　　　　　　　額 金　　　　　　　　額 金　　　　　　　　額

Ⅰ

1 １３３ △　２５８ ３１６

2 １４９ １６７ ３４６

3 － １ ２

4 △　３２ △　２０ △　４０

5 ５４ △　７３ △　６７

6 △　２ △　２４ △　９

7 △　１８ ８３ １６５

8 △　８ △　８ △　１７

9 ５ ５ １１

10 △　１５０ △　１ △　１

11 ８ ７ １３

12 ２，４０４ ２，７１０ △　５４２

13 １０ △　４ △　７４

14 － １８３ １９３

15 △　１，４２０ △　１，８９１ ２２７

16 △　４０ △　８ ２１

17 △　５１ △　２５ ３９

小　　　　　計 １，０４３ ８４３ ５８５

18 ８ ８ １７

19 △　５ △　５ △　１１

20 △　１２９ △　１２３ △　１４２

９１６ ７２１ ４４９

Ⅱ

1 △　７０ △　８８ △　４７０

2 ２９７ ５４ ５４

3 ７ ２ ２

4 － △　１４５ △　１４７

5 △　０ △　４ △　５

6 ４ ５ １０

7 △　６０ － △　６５

8 １７０ １５ ６５

9 △　１ △　１ △　１

３４６ △　１６３ △　５５８

Ⅲ

1 １５０ １５０ ８００

2 △　１５０ △　１５０ △　８００

3 △　０ △　０ △　１

4 － △　４２９ △　４３０

5 △　８４ △　８７ △　１７１

6 △　２ △　１ △　１

△　８６ △　５１９ △　６０５

Ⅳ － － －

Ⅴ １，１７５ ３８ △　７１４

Ⅵ ２，２７５ ２，９９０ ２，９９０

Ⅶ ３，４５１ ３，０２８ ２，２７５

役員退職慰労引当金の増加（△減少）額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

未 払 消 費 税 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額

期　　　別

科　　　目

営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
又 は 税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 ( △ )

減 価 償 却 費

投 資 有 価 証 券 評 価 損

退職給付引当金の増加（△減少）額

有 形 固 定 資 産 売 却 益

有 形 固 定 資 産 除 売 却 損

仕 入 債 務 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額

た な 卸 資 産 の 減 少 （ △ 増 加 ） 額

売 上 債 権 の 減 少 （ △ 増 加 ） 額

未 収 入 金 の 減 少 （ △ 増 加 ） 額

法 人 税 等 の 支 払 額

そ の 他

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

財務活動によるキャッシュ・フロー

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

配 当 金 の 支 払 額

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

そ の 他

投資活動によるキャッシュ・フロー

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

貸 付 に よ る 支 出

賃 貸 不 動 産 の 取 得 に よ る 支 出

短 期 借 入 れ に よ る 収 入

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

そ の 他

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増加額（又は△減少額）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入

支 払 利 息

賞 与 引 当 金 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額

貸 倒 引 当 金 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

  １．連結の範囲に関する事項 

     連結子会社は、(株)三洋工業九州システム、(株)三洋工業東北システム、(株)三洋工業北 

    海道システム、(株)三洋工業東京システム、三洋ハウス(株)及びフジオカエアータイト(株) 

    の６社であり、非連結子会社はありません。 

 

  ２．持分法の適用に関する事項 

     非連結子会社及び関連会社がないので、持分法の適用はありません。 

 

  ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

     連結子会社の中間期末日と中間連結決算日は一致しております。 

 

  ４．会計処理基準に関する事項 

   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

       有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの………中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの………移動平均法による原価法 

       たな卸資産 

        商    品………最終仕入原価法 

        原 材 料      ………先入先出法による原価法 

        製品・仕掛品………見積原価（先入先出法） 

                  なお、実際原価との差額は中間期末に修正しております。 

 

   （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      ①有形固定資産及び賃貸不動産 

        建 物 

         平成１０年３月３１日以前取得した建物…………………………………定率法 

         平成１０年４月 １日以降取得した建物(建物附属設備を除く)………定額法 

        その他………定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

      ②無形固定資産 

        ソフトウェア………社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

        そ の 他      ………定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

  

   （３）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

 ３年間で毎期均等額を償却しております。 
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   （４）重要な引当金の計上基準 

      ①貸倒引当金 

債権（売掛金等）の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

      ②賞与引当金 

       従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当中間連結

会計期間の負担額を計上しております。 

      ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上し

ております。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（１０年）による定額法により発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づく当中間連結会

計期間末要支給額を計上しております。 

（５）重要なリース取引の処理方法       

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

   （６）消費税等の会計処理 

      税抜方式を採用しております。 

 

  ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

    中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 

 

 

 

表示方法の変更 

  （中間連結損益計算書） 

    営業外費用の「自己株式取得費用」は当中間連結会計期間において、営業外費用の総額の 100

分の 10 以下となったので営業外費用の「その他」に含めて表示することとしました。なお、当

中間連結会計期間の「自己株式取得費用」は 0 百万円であります。 

 

 

  （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

１ 前中間連結会計期間において区分掲記しておりました営業活動によるキャッシュ・フローの 

 「未収入金の減少（△増加）額」は、金額的重要性が乏しくなったため、当中間連結会計期間よ 

 り営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しております。 

  なお、当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれている 

 「未収入金の減少（△増加）額」は 12 百万円であります。 
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２ 前中間連結会計期間において区分掲記しておりました財務活動によるキャッシュ・フローの 

 「自己株式の取得による支出」は、金額的重要性が乏しくなったため、当中間連結会計期間より 

 財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しております。 

  なお、当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれている 

 「自己株式の取得による支出」は 0 百万円であります。 

 

 

追加情報 

  （外形標準課税）  

    実務対応報告第 12 号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（企業会計基準委員会（平成 16 年 2 月 13 日））に基づき、当中間連結会計

期間から法人事業税の付加価値割及び資本割 9 百万円を販売費及び一般管理費として処理してお

ります。 

 

 

注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

1. 有形固定資産の減価償却累計額

2. 賃貸不動産の減価償却累計額

3. 担保資産

担保差入資産

建物

土地

計

上記の担保資産に対する債務

短期借入金

社債（銀行保証付無担保社債）

計

4. 受取手形裏書譲渡高

5. 平成13年10月30日の盗難事故による受取手形、株券の表示

当中間連結会計期間末

投資有価証券には盗難事故による株券27百万円が含まれております。

前中間連結会計期間末

　未収入金として表示しておりました受取手形26百万円は金額的重要性が乏しくなったため、流動

資産の「その他」に含めて表示しております。また投資有価証券には盗難事故による株券57百万円

が含まれております。

前連結会計年度末

　受取手形14百万円は金額的重要性が乏しくなったため、流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。また投資有価証券には盗難事故による株券29百万円が含まれております。

152

454

607

300

前連結会計年度末

(百万円)

454

7,279

159

700

613

157 123119

164

454

619

700 700

当中間連結会計期間末

(百万円)

7,074

前中間連結会計期間末

(百万円)

7,161

300 300

1,000 1,000 1,000

11 10 17
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（中間連結損益計算書関係）

1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給与

賞与引当金繰入額

退職給付費用

役員退職慰労引当金繰入額

厚生費

運賃・荷造費

貸倒引当金繰入額

減価償却費

2. 固定資産売却益の内訳

3. 固定資産売却損の内訳

4. 固定資産除却損の主な内訳

前連結会計年度

(百万円)

1

機械装置及び運搬具 0

その他 0

土地 6

計

当中間連結会計期間

(百万円)

前中間連結会計期間

(百万円)

0

機械装置及び運搬具 0

― 建物及び構築物

1 計 1

6

83 150

44 48 99

機械装置及び運搬具 0

建物及び構築物

291

54 2 9

131 147

-

115 103 117

1,257 1,299 2,664

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

(百万円) (百万円) (百万円)

1

計 150

405

1,647

208 213

781 747

土地

3

計 0

計 7

建物及び構築物 4

計

機械装置及び運搬具

6

その他

150 建物及び構築物 0

土地
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定

有価証券勘定

計

預金期間が3ヶ月を超える定期預金等

現金及び現金同等物

（リース取引関係）

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

（有価証券関係）

1．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円)

(1)株式

(2)債券

社債

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、前連結会計年度において減損処

理を行い、投資有価証券評価損2百万円を計上しております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価の50％以下に下落した場合に減損処

理を行っております。また、下落率が30％以上50％未満の場合には、該当銘柄の過去2年間の株価

及び会社の業績を考慮して減損処理を行っております。

2．時価評価されていない有価証券 (単位：百万円)

その他有価証券

（デリバティブ取引関係）

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

当中間連結会計期間 前連結会計年度前中間連結会計期間

合 計 39 203574370

取得原価
中間連結貸借

対照表計上額

530351

12

542

12

363

差額

178 370 410

取得原価
中間連結貸借

398

120

358

12 0 12

39 561

12

178 358

当中間連結会計期間

(平成16年9月30日現在)

前中間連結会計期間

(平成15年9月30日現在)

0

差額
対照表計上額

取得原価
連結貸借対

差額
照表計上額

202

3,451 3,028

前連結会計年度

(平成16年3月31日現在)

2,275

3,566 3,238 2,340

△ 115 △ 210 △ 65

2,514 2,287 1,799

1,051 951 541

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

(百万円) (百万円) (百万円)

951

(平成16年3月31日現在）(平成15年9月30日現在）(平成16年9月30日現在）

85

マネー・マネジメント・ファンド

非上場株式(店頭売買株式を除く)

連結貸借対照表計上額中間連結貸借対照表計上額中間連結貸借対照表計上額

541
84

1,051
84
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（セグメント情報）

1. 事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成16年4月1日　至平成16年9月30日)

事業の種類として「建築用金物・資材事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、当中

間連結会計期間においては、建築用金物・資材事業の売上高及び営業損失の金額が全セグメントの

売上高合計及び営業損失の金額の合計のそれぞれ90％を超えておりますので、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

前中間連結会計期間（自平成15年4月1日　至平成15年9月30日)

事業の種類として「建築用金物・資材事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、当中

間連結会計期間においては、建築用金物・資材事業の売上高及び営業損失の金額が全セグメントの

売上高合計及び営業損失の金額の合計のそれぞれ90％を超えておりますので、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度（自平成15年4月1日　至平成16年3月31日）

事業の種類として「建築用金物・資材事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、当連

結会計年度においては、建築用金物・資材事業の売上高、営業利益及び資産の金額が全セグメント

の売上高合計、営業利益及び資産の金額の合計のそれぞれ90％を超えておりますので、事業の種類

別セグメント情報の記載を省略しております。

2. 所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成16年4月1日　至平成16年9月30日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

前中間連結会計期間（自平成15年4月1日　至平成15年9月30日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自平成15年4月1日　至平成16年3月31日）

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

3. 海外売上高

当中間連結会計期間（自平成16年4月1日　至平成16年9月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

前中間連結会計期間（自平成15年4月1日　至平成15年9月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自平成15年4月1日　至平成16年3月31日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（生産、受注及び販売の状況）

当グループは、事業の種類として「建築用金物・資材事業」及び「その他の事業」に区分しております

が、当中間連結会計期間においては、「建築用金物・資材事業」の生産高及び販売高が全セグメントの生

産高合計及び販売高合計の90％を超えております。そのため、生産実績及び販売実績については、下記の

とおり製品別に区分しております。

1. 生産実績

（注）1. 金額は実際原価によっております。

2. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

2. 受注状況

当グループは受注生産を行なっておりません。

3. 販売実績

（注）1. 販売実績の100分の10を超える主要な販売先はありません。

2. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

（単位：百万円、％）

区 分 金 額 前 年 同 期 比

換 気 製 品 150 9.2

金 属 下 地 材 2,156 13.1

ア ル ミ 建 材 製 品 379 △ 12.1

ネ ジ 及 び 特 殊 釘 類

そ の 他 138 △ 17.3

合 計

換 気 製 品 495 3.1

金 属 下 地 材 8,365 23.2

ア ル ミ 建 材 製 品

そ の 他 1,717 △ 27.0

合 計

323 1.2

ネ ジ 及 び 特 殊 釘 類 804 7.3

3,149 6.2

（単位：百万円、％）

区 分 金 額 前 年 同 期 比

14,438 7.7

3,055 0.7


